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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第40期

第１四半期連結 
累計期間 

第41期
第１四半期連結 

累計期間 
第40期

会計期間 
自平成23年４月１日
至平成23年６月30日 

自平成24年４月１日 
至平成24年６月30日 

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日 

売上高            （百万円）  4,246  16,938       55,191

経常利益又は経常損失（△）  （百万円）  △563       1,284       5,071

四半期（当期）純利益又は四半期 

純損失（△）         （百万円） 
 △602  888       3,681

四半期包括利益又は包括利益  （百万円）  △599      878       3,692

純資産額           （百万円）  17,567      21,499       21,138

総資産額           （百万円）  63,409      75,419       70,277

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は 

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） 
 △18.59     28.85    116.49

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額        （円） 
 －       －       －

自己資本比率           （％）  27.7       28.5       30.1

２【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。 

(1）経営成績・財政状態の分析 

 ① 事業別の業績 

 当社グループの平成25年３月期第１四半期連結累計期間において、不動産販売事業については、新築分譲マン

ション事業、戸建分譲事業、リニューアル事業等により、当事業売上高は15,616百万円（前年同四半期比

419.5％増）となっております。 

 不動産賃貸事業については、賃貸マンション、その他事務所及び店舗等の賃貸収入により、当事業売上高は

354百万円（前年同四半期比0.6％減）となっております。 

 不動産管理事業については、管理戸数30,254戸からの管理収入により、当事業売上高は625百万円（前年同四

半期比13.3％増）となっております。 

 その他事業については、不動産販売代理受託手数料及び修繕工事の受注による収入等により、当事業売上高は

342百万円（前年同四半期比2.9％増）となっております。 

 この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高16,938百万円（前年同四半期比298.8％増）、営業利

益1,398百万円（前年同四半期は営業損失350百万円）、経常利益1,284百万円（前年同四半期は経常損失563百万

円）、四半期純利益888百万円（前年同四半期は四半期純損失602百万円）となっております。 

  

 ② 財政状態の分析 

 当社グループの当第１四半期連結会計期間末の資産、負債及び純資産の状況は、新築分譲マンションの引渡に

伴う現預金の増加等により、総資産は75,419百万円と前連結会計年度末に比べ5,141百万円増加しております。 

  

（流動資産） 

 新築分譲マンションの引渡に伴う現預金の増加等により、流動資産は55,997百万円と前連結会計年度末に比べ

5,077百万円増加しております。 

  

（固定資産） 

 収益物件の取得による有形固定資産の増加等により、固定資産は19,421百万円と前連結会計年度末に比べ64百

万円増加しております。 

  

（流動負債） 

 支払手形の増加及び短期借入金の増加等により、流動負債は39,151百万円と前連結会計年度末に比べ1,778百

万円増加しております。 

  

（固定負債） 

 新規仕入に伴う借入金の増加等により、固定負債は14,767百万円と前連結会計年度末に比べ3,002百万円増加

しております。 

  

（純資産） 

 四半期純利益の計上が剰余金の配当及び自己株式の取得額を上回った事により、純資産の合計は21,499百万円

と前連結会計年度末に比べ360百万円増加しております。   

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(3）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループの主力であります分譲マンション事業は、購入者マインド及び供給者の供給動向に左右される傾

向があります。購入者マインドは、景気動向、金利動向、住宅税制、消費税、地価動向等の影響を受け、また、

供給者の供給動向は、土地の仕入代、ゼネコン等外注業者の外注価格の変動、外注業者の破綻、金融動向の影響

を受けやすいことから、これらの動向が変動した場合には、経営成績に重要な影響を与える可能性があります。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。   

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  62,000,000

計  62,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成24年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容

普通株式       33,386,070       33,386,070
東京証券取引所 

(市場第一部)  

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。 

計  33,386,070  33,386,070 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成24年４月１日～ 

平成24年６月30日  
 －  33,386,070  －  4,819  －  4,817

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

 (注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

(注) 当第１四半期会計期間末現在の実質所有状況を確認できております自己株式数は2,873,471株であります。 

  

 該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成24年６月30日現在

区分 株式数 (株) 議決権の数 (個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  2,451,800 － 

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式であ

り、単元株式数は100株であり

ます。 

完全議決権株式(その他) 普通株式  30,932,200  309,322 同上 

単元未満株式 普通株式  2,070 － １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数  33,386,070 － － 

総株主の議決権 －  309,322 － 

  平成24年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義

所有株式数(株) 
他人名義

所有株式数(株) 
所有株式数の
合計(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数の割合

（％） 

㈱タカラレーベン 
東京都新宿区西新宿

二丁目６番１号 
 2,451,800  －  2,451,800  7.3

計 ―  2,451,800  －  2,451,800  7.3

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平

成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,394 22,925

受取手形及び売掛金 377 419

販売用不動産 ※1  7,430 ※1  6,192

仕掛販売用不動産 22,863 24,172

その他 2,899 2,329

貸倒引当金 △46 △41

流動資産合計 50,919 55,997

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  4,537 ※1  4,500

土地 ※1  13,487 ※1  13,525

その他（純額） 69 76

有形固定資産合計 18,095 18,102

無形固定資産 453 441

投資その他の資産   

その他 1,026 1,090

貸倒引当金 △217 △213

投資その他の資産合計 808 877

固定資産合計 19,357 19,421

資産合計 70,277 75,419

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,165 13,069

短期借入金 5,494 6,910

1年内返済予定の長期借入金 15,887 13,311

未払法人税等 515 342

引当金 257 162

その他 5,052 5,355

流動負債合計 37,372 39,151

固定負債   

長期借入金 10,774 13,844

引当金 248 191

その他 743 731

固定負債合計 11,765 14,767

負債合計 49,138 53,919
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,819 4,819

資本剰余金 4,949 4,949

利益剰余金 13,266 13,876

自己株式 △1,890 △2,129

株主資本合計 21,145 21,516

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △7 △16

その他の包括利益累計額合計 △7 △16

純資産合計 21,138 21,499

負債純資産合計 70,277 75,419
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

売上高 4,246 16,938

売上原価 2,887 13,604

売上総利益 1,359 3,334

販売費及び一般管理費 1,709 1,935

営業利益又は営業損失（△） △350 1,398

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 1 1

受取手数料 8 30

助成金収入 11 －

持分法による投資利益 7 42

雑収入 6 27

営業外収益合計 38 103

営業外費用   

支払利息 235 215

雑損失 15 1

営業外費用合計 251 217

経常利益又は経常損失（△） △563 1,284

特別利益   

役員退職慰労引当金戻入額 － 53

特別利益合計 － 53

特別損失   

固定資産除却損 6 1

投資有価証券評価損 3 －

特別損失合計 9 1

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△572 1,336

法人税、住民税及び事業税 48 339

法人税等調整額 △18 108

法人税等合計 29 447

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△602 888

四半期純利益又は四半期純損失（△） △602 888
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△602 888

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2 △9

その他の包括利益合計 2 △9

四半期包括利益 △599 878

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △599 878
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（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。これによる当第１四半

期連結累計期間の損益への影響は軽微であります。  

  

（役員退職慰労引当金） 

 当社は、平成24年６月22日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度の廃止を決議いたしました。制度の廃止

に伴い、全取締役の同意を得て、役員退職慰労引当金の全額戻し入れを行い、当第１四半期連結累計期間において、

役員退職慰労引当金戻入額53百万円を特別利益に計上いたしました。 

 なお、連結子会社においては役員退職慰労金制度が存続しており、従来通り、内規に基づく連結会計年度末要支給

額を負債計上しております。 

  

※１ 前連結会計年度（平成24年３月31日） 

  保有不動産の一部を開発及び賃貸から転売へ保有目的を変更したことに伴い、当連結会計年度において建物及

び構築物 百万円、土地 百万円を販売用不動産に振替えております。 

 また、保有不動産の一部を転売から自社利用へ保有目的を変更したことに伴い、当連結会計年度において販売

用不動産31百万円を建物及び構築物18百万円、土地12百万円に振替えております。  

  

当第１四半期連結会計期間（平成24年６月30日） 

  保有不動産の一部を開発及び賃貸から転売へ保有目的を変更したことに伴い、当第１四半期連結会計期間にお

いて建物及び構築物５百万円、土地９百万円を販売用不動産に振替えております。 

  

  ２  偶発債務(保証債務) 

  連結子会社以外の取引会社の金融機関からの借入金に対する保証債務 

  

  ３ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため金融機関３社と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりです。 

  

【会計方針の変更】

【追加情報】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

19 22

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日） 

顧客住宅ローンに関する抵当

権設定登記完了までの金融機

関等に対する連帯保証債務 

百万円 5,846 百万円 3,472

株式会社 アルカ  48  44

計  5,895  3,516

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日） 

当座貸越極度限度額及び貸出

コミットメントの総額 
百万円 2,978 百万円 2,942

借入実行残高  978  942

差引額  2,000  2,000

2012/08/14 11:05:5512842787_第１四半期報告書_20120814110541

- 11 -



当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。  

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

   配当に関する事項 

   配当金支払額  

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日） 

 １．配当に関する事項 

   配当金支払額  

  

 ２．株主資本の金額の著しい変動 

  当社は、当第１四半期連結会計期間において、平成24年５月14日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を

421,600株、239百万円取得いたしました。 

  この結果、当第１四半期連結会計期間末における自己株式は2,873,471株、2,129百万円となっております。

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

減価償却費 77百万円 百万円 91

（株主資本等関係）

  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月21日 

定時株主総会  
普通株式  194  6 平成23年３月31日 平成23年６月22日 利益剰余金 

   

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月22日 

定時株主総会  
普通株式      278       9 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、分譲マンションの販売

に伴うオプション工事事業、不動産販売代理受託事業等を含んでおります。 

  

 ２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

  

報告セグメント 
その他 

（注） 
合計 不動産販売

事業 

不動産賃貸

事業  

不動産管理

事業 
計 

売上高 

 外部顧客への売上高 

 セグメント間の内部売上高

又は振替高  

  

  

3,006

13

  

  

356

3

  

  

551

2

  

  

3,914

18

  

  

332

40

  

  

4,246

59

 計   3,019    359    554   3,933    373   4,306

セグメント利益又は損失(△)    △611    159    57   △394   59   △334

  （単位：百万円）

利益  金額  

 報告セグメント計 

 「その他」の区分の利益 

 セグメント間取引消去 

 

 

 

△394

59

△15

 四半期連結損益計算書の営業損失  △350
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産販売代理受託事

業、修繕工事事業等を含んでおります。 

  

 ２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）  

  

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間については１株当たり

四半期純損失金額であり、また、前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間において潜在株

式が存在しないため記載しておりません。  

  

  （単位：百万円）

  

  

報告セグメント 
その他 

（注） 
合計 不動産販売

事業 

不動産賃貸

事業  

不動産管理

事業 
計 

売上高 

 外部顧客への売上高 

 セグメント間の内部売上高

又は振替高  

     

       

15,616

－

      

     

354

2

       

       

625

2

   

      

16,596

4

      

      

342

21

  

    

16,938

26

 計     15,616        356        628    16,601       363   16,965

セグメント利益       1,096       157        48     1,302       90   1,392

  （単位：百万円）

利益  金額  

 報告セグメント計 

 「その他」の区分の利益 

 セグメント間取引消去 

      

     

      

1,302

90

5

 四半期連結損益計算書の営業利益       1,398

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四 

半期純損失金額（△） 
円 銭 △18 59 円 銭 28 85

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△） 

                 （百万円）
 △602  888

普通株主に帰属しない金額     （百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純 

損失金額（△）          （百万円）
 △602  888

普通株式の期中平均株式数      （千株）  32,403  30,795
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 当社は、平成24年６月22日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、

当社取締役及び執行役員に対して株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行することを決議いたし

ました。これに基づき、平成24年７月６日開催の取締役会において、株式報酬型ストックオプションを付与する

ことを決議いたしました。 

  

（１）株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を付与する理由 

 当社業績及び株式価値と役員報酬及び給与の連動性をより明確にし、中長期的な業績向上と企業価値向上

への貢献意欲などを一層高めることを目的とするものであります。 

  

（２）新株予約権の要領 

Ⅰ．Ａ種新株予約権 

１．新株予約権の割当日 

平成24年７月９日 

２．新株予約権の総数 

710個（１個につき100株）  

３．新株予約権の付与対象者及びその人数並びに割当てる新株予約権の数 

当社取締役８名に対して690個、当社執行役員１名に対して20個 

４．新株予約権の払込金額 

新株予約権１個当たり71,300円（１株当たり713円） 

 上記金額は、割当日における新株予約権１個当たりの価格を「ブラック・ショールズ・モデル」により

算定したものである。なお、新株予約権の割当てを受けた者は、当該払込金額の払込む総額に相当する金

銭報酬を支給することとし、この報酬債権と新株予約権の払込金額の払込債務を相殺することをもって、

当該新株予約権を取得させるものとする。 

５．新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当社普通株式71,000株  

６．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たり１円とし、これに付与株式の総数を

乗じた金額とする。 

７．新株予約権の行使期間 

 平成24年７月10日から平成64年７月９日までとする。ただし、行使期間の最終日が休日に当たるとき

は、その翌営業日を最終日とする。 

８．新株予約権の行使の条件  

① 新株予約権者は、新株予約権の発行日以降、当該新株予約権者に割当てられた新株予約権を全て行使

できる。 

② 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権が、新株予約権者の法定相続人のうちの１名（以下「相続

承継人」という。）のみに帰属した場合に限り、相続承継人は次の各号の条件のもと、本契約に従って

新株予約権を行使することができる。ただし、刑法犯のうち、重大な事犯を行ったと認められる者は、

相続承継人となることができない。  

イ．相続承継人が死亡した場合、その相続人は新株予約権を相続することはできない。  

ロ．相続承継人は、相続開始後10ヶ月以内かつ権利行使期間の最終日までに当社所定の相続手続を完了

しなければならない。  

ハ．相続承継人は、当社所定の相続手続完了時から２ヶ月以内に限り、新株予約権を行使することがで

きる。 

  

Ⅱ．Ｂ種新株予約権 

１．新株予約権の割当日 

平成24年７月９日 

２．新株予約権の総数 

325個（１個につき100株）  

３．新株予約権の付与対象者及びその人数並びに割当てる新株予約権の数 

当社取締役７名に対して302個、当社執行役員１名に対して23個 

（重要な後発事象）
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４．新株予約権の払込金額 

新株予約権１個当たり51,300円（１株当たり513円） 

 上記金額は、割当日における新株予約権１個当たりの価格を「ブラック・ショールズ・モデル」により

算定したものである。なお、新株予約権の割当てを受けた者は、当該払込金額の払込む総額に相当する金

銭報酬を支給することとし、この報酬債権と新株予約権の払込金額の払込債務を相殺することをもって、

当該新株予約権を取得させるものとする。 

５．新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当社普通株式32,500株  

６．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たり１円とし、これに付与株式の総数を

乗じた金額とする。 

７．新株予約権の行使期間 

 平成24年７月10日から平成64年７月９日までとする。ただし、行使期間の最終日が休日に当たるとき

は、その翌営業日を最終日とする。 

８．新株予約権の行使の条件 

① イ．新株予約権者は、当該新株予約権者が当社の取締役及び執行役員のいずれの地位も喪失した日の

翌日以降、当該新株予約権者に割当てられた新株予約権を行使できる。  

ロ．イ．にかかわらず、新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該新株予約権者

に割当てられた新株予約権を行使できない。  

(ⅰ) 新株予約権者の死亡以外の事由（割当日から３年以内にあっては下記(ⅱ)に規定する退任等の

場合を除く。）によって、新株予約権者が当社の取締役及び執行役員のいずれの地位も喪失し、

喪失した日の翌日から10日を経過した場合  

(ⅱ) 本件新株予約権の割当日から３年以内に、新株予約権者が退任等（自己都合による退任若しく

は退職、又は当社の株主総会決議若しくは取締役会決議による解任若しくは懲戒処分をいう。）

によって当社の取締役及び執行役員のいずれの地位も喪失した場合  

② 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権が、新株予約権者の法定相続人のうちの１名（以下「相続

承継人」という。）のみに帰属した場合に限り、相続承継人は次の各号の条件のもと、本契約に従って

新株予約権を行使することができる。ただし、刑法犯のうち、重大な事犯を行ったと認められる者は、

相続承継人となることができない。  

イ．相続承継人が死亡した場合、その相続人は新株予約権を相続することはできない。  

ロ．相続承継人は、相続開始後10ヶ月以内かつ権利行使期間の最終日までに当社所定の相続手続を完了

しなければならない。  

ハ．相続承継人は、当社所定の相続手続完了時から２ヶ月以内に限り、新株予約権を行使することがで

きる。 

  

該当事項はありません。 

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカラ

レーベンの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日か

ら平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカラレーベン及び連結子会社の平成24年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年８月８日

株式会社タカラレーベン 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 桐川 聡  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 髙橋 秀彰 印 

 （注） １.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

  ２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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